
 

 

太洋基礎工業㈱(1758)平成 21 年１月期中間決算短信(非連結) 

平成 21 年１月期 中間決算短信（非連結） 
平成 20 年９月 12 日 

上 場 会 社 名 太 洋 基 礎 工 業 株 式 会 社  上場取引所 ＪＱ 

ＵＲＬ http://www.taiyoukiso.co.jp/コ ー ド 番 号 

代 表 者 

問合せ先責任者 

１ ７ ５ ８ 

(役職名) 代表取締役社長 ( 氏 名 ) 伊藤 孝芳 

(役職名) 取締役管理本部長 ( 氏 名 ) 伊藤 寿彦 TEL（０５２）３６２－６３５１ 

半期報告書提出予定日 平成 20 年 10 月 20 日   

  

 

(百万円未満切捨て) 

１. 20 年 7 月中間期の業績（平成 20 年２月１日～平成 20 年 7 月 31 日） 

（1）経営成績                                    (％表示は対前年中間期増減率) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
中間純利益または 

中間(当期)純損失(△)

 

20 年 7 月中間期 

19 年 7 月中間期 

百万円   ％ 

4,715   △7.2  

5,083    16.7  

百万円   ％

151   255.0 

42   △73.0 

百万円   ％ 

174   161.1  

66   △63.6  

百万円   ％

98        ― 

△155     ― 

2 0 年 １ 月 期 10,520    14.9  168      △9.8  205     △14.8   △56     ― 

 

 １ 株 当 た り 中 間 純 利 益

または中間(当期)純損失(△)

潜在株式調整後１株当たり中間

純利益または中間(当期)純損失(△)

 

20 年 7 月中間期 

19 年 7 月中間期 

円 銭 

24 02   

△37 90  

円  銭 

――― 

――― 

2 0 年 1 月 期 △13 86  ――― 

（参考）持分法投資損益 20年7月中間期   ― 百万円 19年7月中間期   ― 百万円 20年1月期   ― 百万円 

 

（2）財政状態 

 総  資  産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 

2 0 年 7 月中間期 

19 年 7 月中間期 

百万円 

7,222    

7,025    

百万円

4,266   

4,179   

％ 

59.1 

59.5 

円  銭

1,041   33 

1,019   98 

2 0 年 1 月 期 6,926    4,228 61.0 1,031      74 

 (参考) 自己資本 20年７月中間期4,266百万円 19年７月中間期4,179百万円 20年１月期4,228百万円 

 

（3）キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期 末 残 高

 

2 0 年 7 月中間期 

1 9 年 7 月中間期 

 百万円 

648      

57       

 百万円

△169   

△ 49      

 百万円 

△78    

68       

 百万円

1,572   

1,244      

2 0 年 1 月 期 107    △ 221   118    1,172   

 

 

２. 配当の状況 

 1 株当たり配当金 

(基準日) 中間期末 期末 年間 

20 年 1 月期 
円 銭   

― 

円 銭  

12 50 

円 銭  

12 50 

21 年 1 月期 ― ― 
12 50 

21 年 1 月期(予想) ― 12 50 

 

 

３. 21 年１月期の業績予想（平成 20 年２月１日～平成 21 年１月３１日）            (％表示は対前期増減率) 

 
売 上 高 営業利益 経 常 利 益  当期純利益 

1 株当たり 

当期純利益 

通 期 
百万円  ％ 

10,200  △3.0  

百万円  ％

286  69.3 

百万円  ％

316  53.5 

百万円  ％ 

173   ―  
円 銭

42  22 
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４. その他 

(1) 中間財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更(中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

の変更に記載されるもの) 

① 会計基準等の改正に伴う変更  無 

② ①以外の変更  無 

 

(2) 発行済株式数(普通株式) 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 20年７月中間期 4,098,000株 19年７月中間期 4,098,000株 

 20年１月期 4,098,000株   

② 期末自己株式数 20年７月中間期 796株 19年７月中間期 ― 

 20年１月期 ―   

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定の基礎となる株式数については 24 頁「１株当たり情報」をご覧ください。 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

(注) 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通し

であり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は業況の変化等により上記予想数値と異なる場合がありま

す。 

   なお、上記予想に関する事項につきましては添付資料３頁をご参照ください。 
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1.経営成績 

(1) 経営成績に関する分析 

① 当中間会計期間の経営成績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した金融市場の

混乱に加え、原油をはじめとする原材料価格の高騰は、諸物価の上昇にもつながり個人消費の停滞

感などから、景気の先行き不透明感は高まり、総じて景気は足踏み状態から後退局面となりました。 

建設業界におきましては、民間建設投資は企業収益に支えられ順調な推移となりましたが、改正

建築基準法の影響もあり、住宅着工戸数は回復までには至らず、公共建設投資においても、縮減傾

向はさらに進んだことから、価格競争は一段と激化いたしました。これら建設市場の縮小に伴い、

受注環境は極めて厳しい状況となりました。 

このような状況のなかで当社は、従来の工法を発展させた工法事業として、傾いた建物の矯正工

事、耐震補強工事、液状化防止改良工事など当社独自の工法を確立させ、これからの課題を先取り

した営業基盤の構築を積極的に推進し、また、受注単価の変化に対応した、コスト競争力の強化を

図るなどの営業活動を展開し、受注確保に努めてまいりました。 

この結果、受注高につきましては、41億40百万円(前年同期比20.3％減)となりました。 

完成工事高につきましては、47億15百万円(前年同期比7.2％減)となりました。 

利益につきましては、受注価額が低下するなか工事原価や経費の削減に努めました結果、営業利

益は１億51百万円(前年同期比255.0％増)経常利益は１億74百万円(前年同期比161.1％増)中間純

利益は98百万円(前年同期は１億55百万円の中間純損失)となりました。 

 ② 通期の見通し 

下期の見通しにつきましては、長期化する原油価格の高騰により、原材料への価格転嫁や、米国

経済の低調傾向による円高株安などの影響が懸念されることなどから、景気はしばらくの間は足踏

み状態が続くものと思われます。 

建設業界におきましては、民間建設投資は、低調に推移しておりました戸建住宅着工数の回復の

兆しもありますが、公共建設投資は、厳しい財政状況から回復が期待できないことから、公共およ

び民間建設分野ともに受注競争の激化など引き続き厳しい経営環境が続くと思われます。 

当社といたしましては、今後は従来の工法に加え、比較的競争力のある耐震補強関連工事として、

地中連続壁造成工事のＴＲＤ工法、液状化防止の改良工事の超多点ダブルパッカー工法、住宅関連

では鋼管杭により地盤改良工事や傾いた建物を自動制御で行う矯正工事等々を営業の重点として

推進してまいります。また、これらの環境のなか引き続き収益性に重点を置いた受注活動を推進し、

コンプライアンスの徹底や企業の社会的責任を自覚した行動を全社をあげて取り組んでまいりま

す。 

通期の業績の見通しにつきましては、売上高102億円(前期比3.0％減)、営業利益２億86百万円(前

期比69.3％増)、経常利益３億16百万円(前期比53.5％増)、当期純利益１億73百万円(前期は56百万

円の当期純損失)を見込んでおります。 
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(2) 財政状態に関する分析 

① 資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析 

当中間会計期間末における資産合計は72億22百万円となり前期末に比べ２億96百万円増加いたし

ました。これを流動・固定資産別にみますと以下のとおりであります。 

流動資産は47億99百万円で前期末に比べ３億31百万円増加しました。これは主に現金預金、未成工

事支出金の増加によるものであります。 

固定資産は24億23百万円で前期末に比べ35百万円減少となりました。これは主に機械装置の減少に

よるものであります。 

当中間会計期間末における負債合計は29億55百万円となり前期末に比べ２億57百万円増加いたし

ました。これを流動・固定負債別にみますと以下のとおりであります。 

流動負債は25億83百万円で前期末に比べ２億87百万円増加しました。この主なものは未成工事受入

金の増加によるものであります。固定負債は３億71百万円で前期末に比べ29百万円減少となりました。

これは主に長期借入金の減少によるものであります。当中間会計期間末における純資産合計は42億66

百万円となりました。 

当中間会計期間のキャッシュ・フローの状況につきましては、現金及び現金同等物は前期末残に比

べ４億円増加しました。 

この結果、現金及び現金同等物の当中間会計期間末残高は15億72百万円となりました。 

なお、当中間会計期間における各キャッシュ･フローの状況は次のとおりであります。 

 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は、６億48百万円(前年同期は57百万円)と

なりました。この主な要因は、税引前中間純利益の増加、未成工事受入金の増加などによるもので

あります。 

 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は、１億69百万円(前年同期は49百万円)と

なりました。この主な要因は有形固定資産の取得によるものであります。 

 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

当中間会計期間において財務活動の結果使用した資金は、78百万円(前年同期は68百万円の収入)

となりました。この主な要因は、長期借入金の返済によるものであります。 
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(3) 利益配分に関する基本方針及び当期の配当 

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要な課題と認識しており、今後は事業展開に向けて内部

留保を充実することにより企業体質の強化を図るとともに、業績の進展に応じた配当を実施し、安定

的な配当維持を基本方針としております。内部留保資金につきましては、設備資金や企業体力の充実

など今後の事業拡大につながる活用をしてまいります。 

以上の配当方針に基づき、当中間期の配当金につきましては、平成20年３月14日に公表いたしまし

た「平成20年１月期決算短信(非連結)」に記載のとおり配当は実施しないことといたしましたが、期

末配当金につきましては前期と同様１株につき12円50銭の配当を予定しております。 

(4) 事業等のリスク 

中間決算短信に記載された経営成績及び財政状態に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、主として以下のようなものがあります。なお、文中における将来に

関する事項については、中間決算短信提出日(平成20年９月12日)現在において当社が判断したもので

あります。 

イ. 官公庁への依存について 

当社は特殊土木工事、住宅地盤改良工事等の土木工事を事業としており、その受注の概ね50％が

官公庁の施工であります。そのため、当社の業績は国の整備計画等の長期計画に基づく支出に加え、

財政再建からなる財政政策の影響を受ける可能性があります。 

ロ. 特定取引先への依存について 

当社は積水ハウス㈱とその関連企業への売上高が完成工事高のうち40％前後となっております。

このことは当社が培ってきました地盤改良工事における技術力と、永年にわたる同社との信頼関係

によるものであります。当社においては、同社への売上高の依存度は高くなっておりますが、継続

的かつ安定的な取引先として当社の業績に大きく寄与しております。 
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2.企業集団の状況 

 

 当企業集団は、当社と子会社の明和地研㈱１社であり、当社は特殊土木工事、住宅地盤改良工事の２

分野での専門業者であり、同社は地質調査業を事業内容としております。当社は、明和地研㈱に地質調

査、設計等を一部発注しており、また、明和地研㈱より地盤改良工事関係の施工を一部受注しておりま

す。 

当社は明和地研㈱の発行済株式総数の 75％を保有し、同社とは今後とも密接な関係を維持することに

より、企業集団の発展を目指してまいります。 

 

    事業の系統図は次の通りであります。 

 

 

得  意  先 

            施工 

当   社 

住宅地盤改良工事 特殊土木工事 

施工  地質調査 
設計 

 明 和 地 研 ㈱  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.経営方針 

 

(1) 会社の経営の基本方針 

当社は、創業以来「建設で拓く豊な都市づくり」を企業理念に、下水道、電力、ガス、通信などの管

路敷設工事や地盤改良工事と液状化防止等の耐震補強工事を手がけ、都市の基盤整備をとおして地域社

会の発展に貢献できる企業を目指しております。 

当社の主力としております都市土木につきましては、下水道普及率の引き上げ、電力・通信の地中線

化、都市部における雨水対策等はこれからも広がる市場であり、また地盤改良工事につきましては、個

人住宅をはじめとしたさまざまな構造物の築造には不可欠な工法であります。 

しかしながら近年事業環境は厳しく、公共事業投資は、国・地方ともに事業の効率化と歳出抑制によ

る支出の縮減が続いています。これらの状況の中で、当社は専業者としての高い技術力を、これからも

維持することを経営方針としております。 

－6－ 
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(2)目標とする経営指標 

競争が激化していくなか、強い企業体質を構築するうえで大切な経営姿勢として「経営の効率化と高

収益体制の維持」を経営方針の一つとして掲げ、その指標として本業での成果をあらわす営業利益率３%

以上とすることを目標とし常に収益改善に努め、コストの削減意識をもって企業経営に取り組んでまい

ります。 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

ＴＲＤ工法(地中連続壁工法)を主要な事業の一つとしてとらえて推進しており、すでに地中掘削時の

土留壁、構造物の基礎壁などで実績をあげております。今後は引き続き受注活動に重点をおき、長期的

にはＴＲＤ工事を住宅地盤改良工事、特殊土木工事に次ぐ工種にしたいと考えております。また、新し

い工法として本格的に参入しました超多点注入工法は地震による液状化防止に有効な工法として需要が

見込まれ、今後の業績向上の要因の一つと考えております。 

(4) 会社の対処すべき課題 

自然・生活環境と調和した企業活動、情報社会に適合した社内体制の整備に取り組んでまいります。 

また、厳しい事業環境のなかで当社は、企業間競争に打ち勝つための施策を実施してまいりました。

さらに社会環境の変化や市場動向を的確に捉え、変化に対処できる体制を確立し、安定的利益確保に努

め、業績向上を図ってまいります 

(5) その他、会社の経営上の重要な事項 

該当事項はありません。 
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4. 中間財務諸表 

 
中 間 貸 借 対 照 表 

（単位：千円） 
 
 

 
 

前中間会計期間末 
（平成 19年 7 月 31 日）

当中間会計期間末 
（平成 20年 7 月 31 日） 

前 事 業 年 度 
要約貸借対照表 

(平成20年1月31日) 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

（資産の部）  ％ ％ ％

Ⅰ 流 動 資 産  

現 金 預 金 1,556,892 1,884,984  1,484,341

受 取 手 形 476,382 441,463  359,599

完 成 工 事 未 収 入 金 1,183,316 1,098,717  1,350,342

未 成 工 事 支 出 金 1,365,198 1,352,347  1,191,437

そ の 他 75,436 91,830  148,270

貸 倒 引 当 金 △ 58,460 △ 70,156  △ 66,166

流 動 資 産 合 計 4,598,766 65.5 4,799,187 66.4 4,467,826 64.5

  

Ⅱ 固 定 資 産  

有 形 固 定 資 産  

建 物 228,593 281,713  283,035

機 械 装 置 588,774 555,770  615,580

土 地 1,008,011 1,008,011  1,008,011

そ の 他 54,938 55,499  62,470

     計 1,880,316 26.7 1,900,994 26.3 1,969,099 28.4

無 形 固 定 資 産 5,067 0.1 8,343 0.2 8,527 0.1

投資その他の資産  

 投 資 有 価 証 券 368,598 317,497  278,836

 そ の 他 368,178 413,575  413,423

貸 倒 引 当 金 △ 195,532 △ 217,364  △ 211,653

      計 541,244 7.7 513,709 7.1 480,606 7.0

固 定 資 産 合 計 2,426,629 34.5 2,423,047 33.6 2,458,233 35.5

資 産 合 計 7,025,395 100.0 7,222,234 100.0 6,926,059 100.0

  

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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太洋基礎工業㈱(1758)平成21年１月期中間決算短信(非連結) 

 

 

 

（単位：千円） 

 

 

 

 

前中間会計期間末 

（平成 19 年 7 月 31 日）

当中間会計期間末 

（平成 20 年 7 月 31 日） 

前 事 業 年 度 

要約貸借対照表 

(平成20年1月31日) 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

（負債の部）  ％ ％ ％

Ⅰ 流 動 負 債  

支 払 手 形 686,657 619,004  653,594

工 事 未 払 金 732,488 855,053  839,217

短 期 借 入 金 30,000 ―  ―

一年以内返済予定の長期借入金 137,276 155,656  146,096

未 払 法 人 税 等 6,414 118,169  7,148

未 成 工 事 受 入 金 682,102 594,835  370,217

賞 与 引 当 金 34,924 35,048  33,003

役 員 賞 与 引 当 金 18,300 13,700  27,400

工 事 損 失 引 当 金 ― 21,168  ―

設 備 支 払 手 形 17,582 16,275  80,380

そ の 他 172,342 155,079  139,693

流 動 負 債 合 計 2,518,088 35.8 2,583,991 35.8 2,296,752 33.2

  

Ⅱ 固 定 負 債  

長 期 借 入 金 147,061 181,175  217,943

退 職 給 付 引 当 金 104,293 104,042  102,023

役員退職慰労引当金 76,090 86,490  81,290

固 定 負 債 合 計 327,444 4.7 371,707 5.1 401,256 5.8

負 債 合 計 2,845,532 40.5 2,955,698 40.9 2,698,008 39.0

  

 

－9－ 



 

 

太洋基礎工業㈱(1758)平成21年１月期中間決算短信(非連結) 

－10－ 

 

 

 

（単位：千円） 

 
 前中間会計期間末 

（平成 19年 7 月 31 日）

当中間会計期間末 
（平成 20年 7 月 31 日） 

前 事 業 年 度 

要約貸借対照表 

(平成20年1月31日) 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

(純資産の部) ％ ％ ％

Ⅰ 株 主 資 本  

資 本 金 456,300 6.5 456,300 6.3 456,300 6.6

資 本 剰 余 金  

資 本 準 備 金 340,700 340,700  340,700

資 本 剰 余 金 合 計 340,700 4.8 340,700 4.7 340,700 4.9

利 益 剰 余 金  

利 益 準 備 金 114,075 114,075  114,075

その他利益剰余金  

 圧 縮 記 帳 積 立 金 9,682 9,682  9,682

 別 途 積 立 金 3,230,000 3,230,000  3,230,000

 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 62,114 83,584  36,396

利 益 剰 余 金 合 計 3,291,642 46.9 3,437,341 47.6 3,390,153 48.9

自 己 株 式 ― ― △ 290 △0.0 ― ―

株 主 資 本 合 計 4,088,642 58.2 4,234,050 58.6 4,187,153 60.4

Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等  

その他有価証券評価差額金 91,220 32,485  40,897

 評価・換算差額等合計 91,220 1.3 32,485 0.5 40,897 0.6

 純 資 産 合 計 4,179,863 59.5 4,266,536 59.1 4,228,050 61.0

 負 債 ・ 純 資 産 合 計 7,025,395 100.0 7,222,234 100.0 6,926,059 100.0
  

 



 

 

太洋基礎工業㈱(1758)中間決算短信(非連結) 

中 間 損 益 計 算 書 

（単位：千円） 

 

 

前中間会計期間 

自 平成19年２月１日 

至 平成19年７月31日 

当中間会計期間 

自 平成20年２月１日 

至 平成20年７月31日 

前事業年度要約損益計算書

自 平成19年２月１日 

至 平成20年１月31日 

金  額 比 率 金  額 比 率 金  額 比 率

 ％ ％ ％

Ⅰ 完 成 工 事 高 5,083,043 100.0 4,715,060 100.0 10,520,754 100.0

Ⅱ 完 成 工 事 原 価 4,577,713 90.1 4,203,140 89.1 9,537,747 90.7

 

完 成 工 事 総 利 益 505,329 9.9 511,920 10.9 983,007 9.3

 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 462,605 9.1 360,254 7.7 814,041 7.7

営 業 利 益 42,724 0.8 151,666 3.2 168,965 1.6

 

Ⅳ 営 業 外 収 益 

受 取 利 息 316 733 860

そ の 他 28,619 29,509 53,082

営 業 外 収 益 計 28,936 0.6 30,242 0.7 53,943 0.5

 

Ⅴ 営 業 外 費 用 

支 払 利 息 2,313 3,165 5,406

そ の 他 2,640 4,606 11,666

営 業 外 費 用 計 4,953 0.1 7,771 0.2 17,072 0.1

経 常 利 益 66,707 1.3 174,136 3.7 205,835 2.0

 

Ⅵ 特 別 利 益 

受 取 保 険 金 ― 28,503 ―

投資有価証券売却益 5,461 ― 5,461

固 定 資 産 売 却 益 287 546 287

会員権貸倒引当金戻入額 ― ― 2,450

特 別 利 益 計 5,748 0.1 29,049 0.6 8,198 0.1

 

Ⅶ 特 別 損 失 

過年度役員退職慰労引当金繰入額 194,980 ― 194,980

固定資産除売却損 186 19 470

投資有価証券売却損 ― ― 18

投資有価証券評価損 ― 345 10,915

特 別 損 失 計 195,166 3.8 364 0.0 206,384 2.0

 
税引前中間(当期)純利益 

または税引前中間純損失(△) △ 122,710 △2.4 202,822 4.3 7,649 0.1

法人税、住民税及び事業税 12,420 0.3 111,480 2.4 23,269 0.2

過 年 度 法 人 税 等 ― ― 9,620 0.1

法 人 税 等 調 整 額 20,174 0.4 △ 7,070 △0.2 31,554 0.3

 
中 間 純 利 益 ま た は 

中間(当期)純損失(△) 
△ 155,305 △3.1 98,412 2.1 △56,795 △0.5

 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

－11－ 



 

 

太洋基礎工業㈱(1758)平成21年１月期中間決算短信(非連結) 

中間株主資本等変動計算書 

 前中間会計期間(自平成 19 年２月１日 至平成 19 年 7 月 31 日) 

(単位：千円) 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本

合計 資本準備

金 

資本剰余

金合計 

利益準備

金 

その他利益剰余金 
利益剰余

金合計 圧縮記帳

積立金 

別途積立

金 

繰越利益

剰余金 

平成19年1月31日 

残高 
456,300 340,700 340,700 114,075 9,682 3,230,000 144,416 3,498,173 4,295,173

中間会計期間中の 

変動額 
    

剰余金の配当   △51,225 △51,225 △51,225

中間純損失   △155,305 △155,305 △155,305

株主資本以外の

項目の中間会計

期間中の変動額 

(純額) 

    

中間会計期間中の

変動額合計 
  △206,530 △206,530 △206,530

平成19年7月31日 

残高 
456,300 340,700 340,700 114,075 9,682 3,230,000 △62,114 3,291,642 4,088,642

 

 評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価

差額金 

評価・換算差額等

合計 

平成19年1月31日

残高 
105,562 105,562 4,400,736

中間会計期間中の

変動額 
 

剰余金の配当  △51,225

中間純損失  △155,305

株主資本以外の

項目の中間会計

期間中の変動額 

(純額) 

△14,341 △14,341 △14,341

中間会計期間中の

変動額合計 
△14,341 △14,341 △220,872

平成19年7月31日

残高 
91,220 91,220 4,179,863

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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太洋基礎工業㈱(1758)平成21年１月期中間決算短信(非連結) 

 当中間会計期間(自平成 20 年２月１日 至平成 20 年 7 月 31 日) 

                                                (単位：千円) 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備

金 

資本剰余

金合計 

利益準備

金 

その他利益剰余金 
利益剰余

金合計 圧縮記帳

積立金 

別途積立

金 

繰越利益

剰余金 

平成20年1月31日 

残高 
456,300 340,700 340,700 114,075 9,682 3,230,000 36,396 3,390,153 

中間会計期間中の 

変動額 
    

剰余金の配当   △51,225 △51,225 

中間純利益   98,412 98,412 

自己株式の取得     

株主資本以外の

項目の中間会計

期間中の変動額 

(純額) 

    

中間会計期間中の

変動額合計 
  47,187 47,187 

平成20年7月31日 

残高 
456,300 340,700 340,700 114,075 9,682 3,230,000 83,584 3,437,341 

 

 株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 

株主資本合

計 

その他有価証

券評価差額金

評価・換算差額

等合計 

平成20年1月31日

残高 
 4,187,153 40,897 40,897 4,228,050 

中間会計期間中の

変動額 
   

剰余金の配当  △51,225 △51,225 

中間純利益  98,412 98,412 

自己株式の取得 △290 △290 △290 

株主資本以外の

項目の中間会計

期間中の変動額 

(純額) 

  △8,411 △8,411 △8,411 

中間会計期間中の

変動額合計 
△290 46,897 △8,411 △8,411 38,486 

平成20年7月31日

残高 
△290 4,234,050 32,485 32,485 4,266,536 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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 前事業年度(自平成 19 年２月１日 至平成 20 年 1 月 31 日) 

(単位：千円) 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合

計 資本準備

金 

資本剰余

金合計 

利益準備

金 

その他利益剰余金 

利益剰余

金合計 
圧縮記

帳積立

金 

別途積立

金 

繰越利益

剰余金 

平成19年1月31日 

残高 
456,300 340,700 340,700 114,075 9,682 3,230,000 144,416 3,498,173 4,295,173

事業年度中の 

変動額 
    

剰余金の配当   △51,225 △51,225 △51,225

当期純損失   △56,795 △56,795 △56,795

株主資本以外

の項目の事業

年度中の変動

額 

(純額) 

    

事業年度中の変

動額合計 
  △108,020 △108,020 △108,020

平成20年1月31日 

残高 
456,300 340,700 340,700 114,075 9,682 3,230,000 36,396 3,390,153 4,187,153

 

 評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差

額金 

評価・換算差額等

合計 

平成19年1月31

日残高 
105,562 105,562 4,400,736

事業年度中の変

動額 
 

剰余金の配当  △51,225

当期純損失  △56,795

株主資本以外

の項目の事業

年度中の変動

額 

(純額) 

△64,665 △64,665 △64,665

事業年度中の変

動額合計 
△64,665 △64,665 △172,685

平成20年1月31

日残高 
40,897 40,897 4,228,050

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 



 

 

太洋基礎工業㈱(1758)平成21年１月期中間決算短信(非連結) 

中間キャッシュ・フロー計算書  
（単位：千円） 

 

科    目 

前中間会計期間 
自平成19年２月１日
至平成19年７月31日

当中間会計期間 
自平成20年２月１日 
至平成20年７月31日 

前事業年度 
自平成19年２月１日
至平成20年１月31日

金   額 金   額 金   額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

   税引前中間(当期)純利益または税引前中間純損失(△)  △ 122,710 202,822 7,649

  減 価 償 却 費 105,408 110,816 232,789

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △ 5,325 2,044 △ 7,246

役 員 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △ 18,300 △ 13,700 △ 9,200

工 事 損 失 引 当 金 の 増 減 額 ― 21,168 ―

   貸 倒 引 当 金 の 増 減 額  △ 77,997 9,700 △ 54,170

   退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 2,913 2,018 643

  役員退職慰労引当金の増減額 76,090 5,200 81,290

  受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 2,812 △ 2,931 △ 7,464

 支 払 利 息  2,313 3,165 5,406

固 定 資 産 売 却 益  △ 287 △ 546 △ 287

固 定 資 産 除 売 却 損 186 19 470

受 取 保 険 金  ― △ 28,503 ―

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ― 345 10,915

投 資 有 価 証 券 売 却 益 △ 5,461 ― △ 5,461

投 資 有 価 証 券 売 却 損 ― ― 18

  売 上 債 権 の 増 減 額 △ 90,227 169,760 △ 140,471

た な 卸 資 産 の 増 減 額  △ 188,981 △ 160,373 △ 16,052

破産債権更生債権の増減額  112,397 △ 7,325 93,947

 仕 入 債 務 の 増 減 額 △ 110,155 △ 18,753 △ 36,489

   未 成 工 事 受 入 金 の 増 減 額 357,346 224,617 45,462

   そ の 他  108,864 31,481 82,525

小     計 143,261 551,028 284,275

   利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 2,812 2,931 7,464

   利 息 の 支 払 額 △ 2,313 △3,165 △ 5,406

   保 険 金 の 受 取 額  ― 28,503 ―

   法 人 税 等 の 支 払 額 △ 86,475 △ 2,281 △ 179,330

   法 人 税 等 の 還 付 額 ― 71,480 ―

営業活動によるキャッシュ・フロー 57,283 648,497 107,002
  

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出  △ 252,000 △ 252,000 △ 462,000

定期預金の払戻による収入  252,000 252,000 462,000

 有形固定資産の取得による支出 △ 58,178 △ 120,565 △ 220,464

 無形固定資産の取得による支出 ― ― △ 3,692

 有形固定資産の売却による収入 352 1,833 452

 投資有価証券の取得による支出 △ 7,025 △ 56,166 △ 12,877

 投資有価証券の売却による収入 14,962 ― 14,979

会 員 権 の 売 却 に よ る 収 入  ― 5,550 ―

 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 49,889 △ 169,348 △ 221,601
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(単位：千円) 

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

科    目 

前中間会計期間 
自平成19年２月１日
至平成19年７月31日

当中間会計期間 
自平成20年２月１日 
至平成20年７月31日 

前事業年度 
自平成19年２月１日
至平成20年１月31日

金   額 金   額 金   額 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

  短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 30,000 ― ―

  長 期 借 入 れ に よ る 収 入 180,000 50,000 360,000

  長期借入金の返済による支出 △ 90,103 △ 77,208 △ 190,401

  自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 ― △ 290 ―

  配 当 金 の 支 払 額 △ 51,008 △ 51,008 △ 51,267

財務活動によるキャッシュ・フロー 68,888 △ 78,506 118,331
  

Ⅳ 現 金及び現 金同等物 の増減 額 76,283 400,642 3,732

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 1,168,609 1,172,341 1,168,609

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 1,244,892 1,572,984 1,172,341
   



 

 

太洋基礎工業㈱(1758)平成21年１月期中間決算短信(非連結) 

（中間財務諸表作成の基本となる重要な事項） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式 
 移動平均法による原価法 
その他有価証券 
 時価のあるもの 
  中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 
 時価のないもの 
  移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    未成工事支出金 個別法による原価法 

    材料貯蔵品 最終仕入原価法による原価法 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

  有形固定資産 定率法 

ただし平成 10 年 4 月 1日以後取得の建物(建設附属設備は除く)は定額法 

主な耐用年数 建物 7～50 年 機械装置 2～7年 

(追加情報) 

平成 19 年３月 31 日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで

償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。こ

の結果、従来の方法に比べて、完成工事総利益が 6,494 千円、営業利益、

経常利益及び税引前中間純利益が 6,653 千円減少しております。 

無形固定資産 自社利用のソフトウェア 

 社内における利用可能期間(5 年)に基づく定額法 

長期前払費用 定額法 

なお、償却年数につきましては、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。 

４．引当金の計上基準 

  (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  (2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき当中間会計期間において発生していると認め

られる額を計上しております。 

  (3) 役員賞与引当金 

役員に支給する賞与の支払に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
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  (4) 工事損失引当金 

受注工事の損失に備えるため、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もること

のできる工事については損失見込額を計上しております。 

(追加情報) 

当中間会計期間末において、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることので

きる受注工事について、損失見込額を工事損失引当金として計上しております。これにより、完成

工事総利益、営業利益、経常利益及び税引前中間純利益は 21,168 千円減少しております。 

  (5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間末における退職給付債務の見込額に基づき計上し

ております。 

  (6) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間会計期間末要支給額を計上しております。 

５．完成工事高の計上基準 

完成工事高の計上は、工事完成基準によっております。 

６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

７．中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物は、手許現金、随時引出可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 3 ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっております。 

８．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 
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（ 注 記 事 項 ） 

 (中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間末 
(平成 19 年 7月 31 日) 

当中間会計期間末 
(平成 20 年 7月 31 日) 

前事業年度末 
(平成 20 年 1月 31 日) 

(1) 有形固定資産の減価償却累

計額 

      3,396,854 千円 

 

(2) 担保に供している資産及び

これに対応する債務は次の

とおりであります。 

(イ)担保に供している資産 

建 物 54,888 千円 

土 地 301,351  

計 356,239  

(ロ)上記に対応する債務 

短期借入金 30,000 千円 

一年以内返
済予定の長
期借入金 

115,076 
 

長期借入金 115,131  

計 260,207  
 

(1) 有形固定資産の減価償却累計

額 

      3,620,699 千円 

 

(2) 担保に供している資産及び

これに対応する債務は次の

とおりであります。 

(イ)担保に供している資産 

建 物 108,437 千円 

土 地 531,188  

計 639,626  

(ロ)上記に対応する債務 
一年以内返
済予定の長
期借入金 138,976 千円 

長期借入金 165,925  

計 304,901  
 

(1) 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,514,903 千円 

 

(2) 担保に供している資産及び

これに対応する債務は次の

とおりであります。 

(イ)担保に供している資産 

建 物 112,305 千円 

土 地 531,188  

計 643,494  

(ロ)上記に対応する債務 
一年以内返済
予定の長期借
入金 129,416 千円 

長期借入金 194,353  

計 323,769  
 

(3) 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債のその他

に含めて表示しております。 

(3) 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動負債のその他に

含めて表示しております。 

(3) 消費税等の取扱い 

―――― 
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(中間損益計算書関係) 

前中間会計期間 
自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日 

当中間会計期間 
自 平成20年２月１日 
至 平成20年７月31日 

前事業年度 
自 平成19年２月１日 
至 平成20年１月31日 

(1) 減価償却実施額 

有形固定資産 

103,540 千円 

無形固定資産 

71 千円 

(1) 減価償却実施額 

有形固定資産 

108,617 千円 

無形固定資産 

469 千円 

(1) 減価償却実施額 

有形固定資産 

228,892 千円 

無形固定資産 

304 千円 

 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間 
自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日 

当中間会計期間 
自 平成20年２月１日 
至 平成20年７月31日 

前事業年度 
自 平成19年２月１日 
至 平成20年１月31日 

1. 発行済株式の種類及び総数に

関する事項 

 発行済株式 

の種類 

普通株式 

前事業年度末

株式数 
4,098,000株 

当中間会計期

間増加株式数 
― 

当中間会計期

間減少株式数 
― 

当中間会計期

間末株式数 
4,098,000株 

2. 配当に関する事項 

 (1)配当金支払額 

平成19年4月26日開催の第40

期定時株主総会において次の

とおり決議しております。 

・普通株式の配当に関する事項 

①配当金の総額 51,225千円

②1株当たり配当額 12円50銭 

③基準日 平成19年１月31日 

④効力発生日 平成19年４月27日 
 

1. 発行済株式の種類及び総数に

関する事項 

 発行済株式 

の種類 

普通株式 

前事業年度末

株式数 
4,098,000株

当中間会計期

間増加株式数 
―

当中間会計期

間減少株式数 
―

当中間会計期

間末株式数 
4,098,000株

2. 自己株式の種類及び株式数に

関する事項 

 自己株式 

の種類 

普通株式 

前事業年度末

株式数 
―

当中間会計期

間増加株式数 
796株

当中間会計期

間減少株式数 
―

当中間会計期

間末株式数 
796株

(注) 普通株式の自己株式の株式数

の増加796株は、単元未満株式の

買取りによる増加であります。

3. 配当に関する事項 

 (1)配当金支払額 

平成20年4月25日開催の第41

期定時株主総会において次の

とおり決議しております。 

・普通株式の配当に関する事項 

①配当金の総額 51,225千円

②1株当たり配当額 12円50銭

③基準日 平成20年１月31日

④効力発生日 平成20年４月28日
 

1. 発行済株式の種類及び総数に

関する事項 

 発行済株式 

の種類 

普通株式 

前事業年度末

株式数 
4,098,000株

当事業年度増

加株式数 
―

当事業年度減

少株式数 
―

当事業年度末

株式数 
4,098,000株

2. 配当に関する事項 

 (1)配当金支払額 

平成19年4月26日開催の第40期

定時株主総会において次のと

おり決議しております。 

・普通株式の配当に関する事項 

①配当金の総額 51,225千円

②1株当たり配当額 12円50銭

③基準日 平成19年１月31日

④効力発生日 平成19年４月27日

 (2)基準日が当期に属する配当

のうち、配当の効力発生日が翌

期となるもの 

平成20年4月25日開催の第41期

定時株主総会において次のと

おり決議を予定しております。

・普通株式の配当に関する事項

①配当金の総額 51,225千円

②配当の原資 利益剰余金

③1株当たり配当額 12円50銭

④基準日 平成20年１月31日

⑤効力発生日 平成20年４月28日
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

前中間会計期間 
自 平成19年2月 1日 
至 平成19年7月31日 

当中間会計期間 
自 平成20年2月 1日 
至 平成20年7月31日 

前事業年度 
自 平成19年2月 1日 
至 平成20年1月31日 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成19年7月31日) 

(単位：千円) 

現金預金勘定 1,556,892 

預入期間が3ヶ月を

超える定期預金 
△312,000 

現金及び現金同等

物 
1,244,892 

 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成20年7月31日)

(単位：千円)

現金預金勘定 1,884,984

預入期間が3ヶ月を

超える定期預金 
△312,000

現金及び現金同等

物 
1,572,984

 

現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

(平成20年1月31日)

(単位：千円)

現金預金勘定 1,484,341

預入期間が3ヶ月

を超える定期預金 
△312,000

現金及び現金同

等物 
1,172,341
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(リース取引関係) 

前中間会計期間 
自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日 

当中間会計期間 
自 平成20年２月１日 
至 平成20年７月31日 

前事業年度 
自 平成19年２月１日 
至 平成20年１月31日 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

機械装置 
取得価格相当額  39,160千円

減価償却累計額相当額  18,643 

中間期末残高相当額  20,517 

(注) 取得価額相当額は未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定し

ております。 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

機械装置
取得価格相当額  39,160千円

減価償却累計額相当額 26,158 

中間期末残高相当額  13,001 

(注)  

同 左 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

機械装置
取得価格相当額  39,160千円

減価償却累計額相当額  22,610 

期末残高相当額  16,549 

(注) 取得価額相当額は未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しておりま

す。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

一年以内 7,515千円

一年超 13,001 

 合計 20,517 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

一年以内 6,260千円

一年超 6,740 

 合計 13,001 

(注)  

同 左 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

一年以内 6,678千円

一年超 9,870 

 合計 16,549 

(注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 3,967千円

減価償却費相当額 3,967千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 3,548千円

減価償却費相当額 3,548千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 7,934千円

減価償却費相当額 7,934千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同 左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同 左 
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(有価証券関係) 

1.時価のある有価証券 
 

                                          (単位：千円) 

区分 

前中間会計期間末 
（平成 19 年 7 月 31 日） 

当中間会計期間末 
（平成 20 年 7 月 31 日） 

前事業年度末 
（平成 20 年１月 31 日） 

取得原価 

中間貸借

対照表計

上 額 

 
差 額 取得原価

中間貸借

対照表計

上 額

 
差 額 取得原価 

貸 借 対

照 表 計

上 額 

 
差 額

その他 

有価証券 
    

(1)株式 200,378 351,552 151,174 201,100 251,597 50,496 195,279 262,794 67,514

(2)債券 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(3)その他 6,195 8,489 2,293 6,195 7,342 1,147 6,195 7,484 1,288

計 206,573 360,041 153,467 207,296 258,940 51,643 201,475 270,278 68,803

(注) その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行なっており、減損処理後の帳簿価額を取得原価に記載して

おります。なお当該株式の減損にあたっては、下記の合理的な社内基準をもちまして減損処理を行なっております。 

時価の下落率が 50％以上の場合 減損処理を行なう。 

時価の下落率が30％以上50％未満

の場合 

過去一定期間において連続して 30％以上の下落率のあるものについて

は、減損処理を行なう。 

時価の下落率が 30％未満の場合 減損処理は行なわない。 

 

2.時価評価されていない有価証券 

(単位：千円) 

区分 

前中間会計期間末 
(平成19年7月31日) 

当中間会計期間末 
(平成20年7月31日) 

前事業年度末 
(平成20年1月31日) 

中間貸借対照表計上額 中間貸借対照表計上額 貸借対照表計上額 

その他有価証券

(1)非上場株式 8,557 8,557 8,557

(2)優先出資証券 ― 50,000 ―

計 8,557 58,557 8,557

子会社株式及び 

関連会社株式 

(1)子会社株式 9,000 9,000 9,000

計 9,000 9,000 9,000

 

(デリバティブ取引関係) 

    当社はデリバティブ取引は行なっていませんので、該当事項はありません。 

(持分法損益等) 

    該当事項はありません。 
(ストック・オプション等関係) 

    該当事項はありません。 

(企業結合等関係) 

    該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

 

期 別 
項 目 

前中間会計期間 
自 平成19年2月 1日 
至 平成19年7月31日 

当中間会計期間 
自 平成20年2月 1日 
至 平成20年7月31日 

前事業年度 
自 平成19年2月 1日 
至 平成20年1月31日 

１株当たり純資産額 1,019.98円 1,041.33円 1,031.74円 

1株当たり中間純利益

または中間(当期)純損

失(△) 

△ 37.90円 24.02円 △ 13.86円 

 
なお、潜在株式調整後1株

当たり中間純利益金額に

ついては、潜在株式が存

在しないため記載してお

りません。 

 

なお、潜在株式調整後1株

当たり中間純利益金額に

ついては、潜在株式が存

在しないため記載してお

りません。 

 

なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につ

いては、潜在株式が存在

しないため記載しており

ません。 

 

(注) 1 株当たり中間純利益または中間(当期)純損失の算定上の基礎 

 前中間会計期間 
自平成19年2月１日

至平成19年7月31日

当中間会計期間 
自平成20年2月１日 

至平成20年7月31日 

前事業年度 
自平成19年2月１日

至平成20年1月31日

損益計算書上の中間純利益または
中間(当期)純損失(△)(千円) △ 155,305 98,412 △56,795

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

普通株式に係る中間純利益または
中間(当期)純損失(△)(千円) △ 155,305 98,412 △56,795

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,098 4,097 4,098

 
(後発事象) 
    該当事項はありません。 



 

 

太洋基礎工業㈱(1758)平成 21 年１月期中間決算短信(非連結) 

5. 工種別完成工事高の状況 
（単位：千円） 

期 別 

 
 
工種別 

前中間会計期間 
自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日 

当中間会計期間 
自 平成20年２月１日 

至 平成20年７月31日 

前事業年度 
自 平成19年２月１日 

至 平成20年１月31日 

金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 構成比

特 殊 土 木 工 事 2,948,710 58.0% 2,605,071 55.2% 6,379,061 60.6%

住宅地盤改良工事 2,134,333 42.0 2,109,989 44.8 4,141,693 39.4 

合  計 5,083,043 100.0 4,715,060 100.0 10,520,754 100.0 

 
 

6. 工種別の受注高および受注残高の状況 

 
(１)受 注 高 

（単位：千円） 

期 別 

工種別 

前中間会計期間 
自 平成19年２月１日 

至 平成19年７月31日 

当中間会計期間 
自 平成20年２月１日 

至 平成20年７月31日 

前事業年度 
自 平成19年２月１日 

至 平成20年１月31日 

金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 構成比

特 殊 土 木 工 事 3,089,396 59.5% 2,014,849 48.7% 6,083,090 59.7%

住宅地盤改良工事 2,107,192 40.5 2,126,100 51.3 4,112,320 40.3 

合  計 5,196,588 100.0 4,140,949 100.0 10,195,410 100.0 

 
(２)受注残高 

（単位：千円） 

期 別 

 
 
工種別 

前中間会計期間 
自 平成19年２月１日 

至 平成19年７月31日 

当中間会計期間 
自 平成20年２月１日 

至 平成20年７月31日 

前事業年度 
自 平成19年２月１日 

至 平成20年１月31日 

金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 構成比

特 殊 土 木 工 事 3,181,869 98.6% 2,154,990 97.3% 2,745,212 98.5%

住宅地盤改良工事 45,235 1.4 59,114 2.7 43,003 1.5 

合  計 3,227,104 100.0 2,214,104 100.0 2,788,215 100.0 

 

－25－ 


